
平成15年3月期     個別中間財務諸表の概要                       
平成１４年１１月１５日

上場会社名      上場取引所（所属部）大証（市場第２部）

コード番号      ３４２０ 本店所在都道府県　大阪府

（URL　http://www.kfc-net.co.jp/）

問合せ先 責任者役職名      専務取締役管理統括部長

                氏        名      西　田　　博           ＴＥＬ （０６）６３６３－４１８８

中間決算取締役会開催日     平成１４年１１月１５日       中間配当制度の有無　　　　　　　 有

単元株制度採用の有無　　　　　　有（1単元　1,000株）

１．14年9月中間期の業績（平成14年4月1日～平成14年9月30日） （百万円未満切捨て表示）

(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年9月中間期 10,932 (1.0) 45 (　－　) 13 (　－　)

13年9月中間期 10,821 (△ 9.4) △ 256 (　－　) △ 294 (　－　)

14年 3月期 25,415 614 538

百万円 ％ 円 銭

14年9月中間期 △ 223 (　－　) △ 32 45

13年9月中間期 △ 195 (　－　) △ 26 40

14年 3月期 54 7 85

（注）１．期中平均株式数　 14年9月中間期 6,881,224 株　13年9月中間期　　7,396,935株　　14年3月期　6,992,658株

      ２．会計処理の方法の変更    　　　無

      ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2)　配当状況

円 銭 円 銭

14年9月中間期 0 00

13年9月中間期 0 00

14年 3月期 11 00

(3)　財政状態

百万円 百万円 ％ 　

14年9月中間期 24,342 4,507 18.5

13年9月中間期 24,287 5,157 21.2

14年 3月期 24,420 4,873 20.0

（注）１．期末発行済株式数　 14年9月中間期 6,818,000 株　13年9月中間期　　7,378,050株　　14年3月期　6,935,000株

　　　２．期末自己株式数 14年9月中間期 560,050 株　13年9月中間期　　372,550株　　14年3月期　443,050株

２．15年3月期の業績予想（平成14年4月1日～平成15年3月31日）

百万円 百万円 百万円    円 銭    円 銭

通 期 25,800 550 300 11 00 11 00

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 　 43円　25銭

　上記の業績予想は、当社が本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、当社を取
り巻く経済情勢、市場の動向など今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。上記の業績予想の前提となる条件その他
の関連する事項につきましては、中間決算短信（連結）添付資料の7ページをご参照ください。

期 末

1 株 当 た り 中 間 配 当 金 1 株 当 た り 年 間 配 当 金

総 資 産

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 1 株 当 た り 年 間 配 当 金

　699　　02　

売上高 営業利益 経常利益

中間（当期）･純利益
1株当たり
中間（当期）純利益

702 　68

661　　18

株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

      円    銭  
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６．個別中間財務諸表等

　(1)　中間貸借対照表

注記
番号

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

1. 現金及び預金 2,177,365 2,066,113 2,511,808

2. 受取手形    ※5 5,089,614 4,784,103 5,101,281

3. 売掛金 2,601,792 2,622,639 2,966,758

4. 完成工事未収入金 1,122,638 1,120,798 1,809,527

5. 有価証券 50,000 300,000 300,000

6. 商品 1,004,953 1,083,304 931,929

7. 未成工事支出金 1,188,974 1,907,855 650,908

8. 繰延税金資産 153,438 237,486 112,831

9. その他    ※2,6 801,991 633,336 544,178

10. 貸倒引当金 △ 55,112 △ 239,926 △ 220,579

流動資産合計 14,135,655 58.2 14,515,711 59.6 14,708,643 60.2

Ⅱ　固定資産

1. 有形固定資産

(1) 建物 ※1,3 2,121,482 2,042,601 2,080,559

(2) 土地    ※3 4,088,258 4,088,258 4,088,258

(3) その他    ※1 624,318 536,023 602,299

有形固定資産合計 6,834,059 6,666,883 6,771,117

2. 無形固定資産 

(1) ソフトウェア 217,132 155,244 188,220

(2) その他    52,180 127,744 136,308

無形固定資産合計 269,313 282,988 324,528

3. 投資その他の資産  

(1) 投資有価証券 891,152 662,276 646,867

(2) 関係会社株式 973,864 973,864 973,864

(3) 繰延税金資産 243,467 394,420 412,388

(4) その他    ※2 997,082 1,358,033 1,038,975

(5) 貸倒引当金 △ 59,077 △ 513,368 △ 457,477

投資その他の資産合計  3,046,489 2,875,225 2,614,618

固定資産合計 10,149,863 41.8 9,825,098 40.4 9,710,264 39.8

Ⅲ　繰延資産 1,958 0.0 1,458 0.0 1,708 0.0

資産合計 24,287,476 100.0 24,342,268 100.0 24,420,616 100.0

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

当中間会計期間末
（平成14年9月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成14年3月31日）

区分

前中間会計期間末
（平成13年9月30日）
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注記
番号

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

1. 支払手形    ※5 5,266,249 5,398,351 5,443,106

2. 買掛金 1,021,911 1,011,767 1,235,770

3. 工事未払金 713,263 892,026 1,131,702

4. 短期借入金    ※3 4,000,000 2,600,000 1,850,000

5. 1年以内に返済予定の長期借入金 ※3 1,770,000 1,836,000 2,020,000

6. 1年以内に償還予定の社債 ※3 200,000 200,000 200,000

7. 未払法人税等 3,056 3,189 271,313

8. 未成工事受入金 886,992 1,714,454 325,676

9. その他 606,685 544,534 508,135

流動負債合計 14,468,159 59.6 14,200,324 58.3 12,985,705 53.2

Ⅱ　固定負債

1. 社債      ※3 1,300,000 1,100,000 1,250,000

2. 長期借入金     ※3 2,725,000 3,889,000 4,640,000

3. 退職給付引当金 151,865 208,469 172,924

4. 役員退職慰労引当金 270,366 238,516 291,866

5. その他 214,668 198,011 207,025

固定負債合計 4,661,900 19.2 5,633,998 23.1 6,561,816 26.9

負債合計 19,130,059 78.8 19,834,322 81.5 19,547,521 80.0

（資本の部）

Ⅰ　資本金 565,295 2.3 － － 565,295 2.3

Ⅱ　資本準備金 376,857 1.6 － － 376,857 1.5

Ⅲ　利益準備金 141,323 0.6 － － 141,323 0.6

Ⅳ　その他の剰余金

1. 任意積立金 4,173,000 － 4,173,000

2. 当期未処分利益又は
中間未処理損失(△)

△ 33,040 － 217,114

その他の剰余金合計 4,139,959 17.0 － － 4,390,114 18.0

Ⅴ　その他有価証券評価差額金 △ 66,018 △ 0.3 － － △ 145,346 △ 0.6

Ⅵ　自己株式 － － － － △ 455,150 △ 1.9

資本合計 5,157,417 21.2 － － 4,873,094 20.0

Ⅰ　資本金 － － 565,295 2.3 － －

Ⅱ　資本剰余金

1. 資本準備金 － 376,857 －

資本剰余金合計 － － 376,857 1.5 － －

Ⅲ　利益剰余金

1. 利益準備金 － 141,323 －

2. 別途積立金 － 4,173,000 －

3. 当期未処分利益又は
中間未処理損失(△)

－ △ 82,483 －

利益剰余金合計 － － 4,231,840 17.4 － －

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 － － △ 95,136 △ 0.4 － －

Ⅴ　自己株式 － － △ 570,910 △ 2.3 － －

資本合計 － － 4,507,946 18.5 － －

負債及び資本合計 24,287,476 100.0 24,342,268 100.0 24,420,616 100.0

前中間会計期間末
（平成13年9月30日）

当中間会計期間末
（平成14年9月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成14年3月31日）

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）
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　(2)　中間損益計算書

注記
番号

百分比
（％）

百分比
（％）

百分比
（％）

Ⅰ　売上高

1. 商品売上高 7,115,379 7,261,453 15,163,210

2. 完成工事高 3,706,448 3,671,348 10,252,262

売上高合計 10,821,828 100.0 10,932,801 100.0 25,415,473 100.0

Ⅱ　売上原価

1. 商品売上原価 5,236,221 5,337,112 11,056,946

2. 完成工事原価 3,107,069 2,938,416 8,380,397

売上原価合計 8,343,291 77.1 8,275,528 75.7 19,437,344 76.5

売上総利益

商品売上総利益 1,879,157 1,924,340 4,106,263

完成工事総利益 599,379 732,932 1,871,865

売上総利益合計 2,478,537 22.9 2,657,272 24.3 5,978,129 23.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 2,734,923 25.3 2,612,192 23.9 5,363,494 21.1

営業利益又は営業損失（△） △ 256,386 △ 2.4 45,080 0.4 614,634 2.4

Ⅳ　営業外収益 ※1 37,399 0.4 38,801 0.4 70,797 0.3

Ⅴ　営業外費用 ※2 75,453 0.7 70,795 0.6 146,471 0.6

経常利益又は経常損失（△） △ 294,439 △ 2.7 13,086 0.1 538,961 2.1

Ⅵ　特別利益 ※3 23,804 0.2 9,229 0.1 13,885 0.1

Ⅶ　特別損失 ※4 37,984 0.4 382,816 3.5 409,730 1.6
税引前当期純利益
又は税引前中間純損失（△） △ 308,619 △ 2.9 △ 360,500 △ 3.3 143,116 0.6

法人税、住民税及び事業税 6,500 5,858 278,950

法人税等調整額 △ 119,864 △ 113,364 △ 1.1 △ 143,046 △ 137,187 △ 1.3 △ 190,734 88,215 0.3
当期純利益
又は中間純損失（△） △ 195,254 △ 1.8 △ 223,313 △ 2.0 54,900 0.2

前期繰越利益 192,693 140,829 192,693

利益による自己株式消却額 30,479 － 30,479

当期未処分利益又は中間未処理損失(△) △ 33,040 △ 82,483 217,114

当中間会計期間
（自　平成14年4月1日
至　平成14年9月30日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成13年4月1日
至　平成14年3月31日）

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

前中間会計期間
（自　平成13年4月1日
至　平成13年9月30日）
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成13年4月 1日 
至 平成13年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

(1)有価証券 
満期保有目的の債券 
償却原価法（定額
法） 

(1)有価証券 
満期保有目的の債券 

同左 

(1)有価証券 
満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連
会社株式 
移動平均法による
原価法 

子会社株式及び関連
会社株式 

同左 

子会社株式及び関連
会社株式 

同左 

その他有価証券 
時価のあるもの 
中間期末日の
市場価格等に
基づく時価法
（評価差額は
全部資本直入
法により処理
し、売却原価は
移動平均法に
より算定） 

その他有価証券 
時価のあるもの 
同左 

その他有価証券 
時価のあるもの 
期末日の市場価
格等に基づく時
価法（評価差額は
全部資本直入法
により処理し、売
却原価は移動平
均法により算定） 

1.資産の評価基準
及び評価方法 

時価のないもの 
移動平均法に
よる原価法 

時価のないもの 
同左 

時価のないもの 
同左 

 (2)デリバティブ 
時価法 

(2) ――――― 
 

(2) ――――― 
 

(3)たな卸資産 
商品 
移動平均法による
原価法 

(3)たな卸資産 
商品 

同左 

(3)たな卸資産 
商品 

同左 

 

未成工事支出金 
個別法による原価
法 

未成工事支出金 
同左 

未成工事支出金 
同左 

   2.固定資産の減価
償却の方法 (1) 有形固定資産 

建物（附属設備を除
く）は定額法、その他
の有形固定資産につ
いては定率法を採用
しております。 
なお、主な耐用年数は
以下のとおりであり
ます。 
建物及び構築物 
3年～50年 
機械装置及び車輌運
搬具 2年～13年 

(1) 有形固定資産 
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 

 (2) 無形固定資産 
定額法を採用してお
ります。なお、自社
利用のソフトウェア
については、社内に
おける見込利用可能
期間（5年）に基づく
定額法を採用してお
ります。 

(2) 無形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 

 (3) 長期前払費用 
定額法を採用しており
ます。 

(3) 長期前払費用 
同左 

(3) 長期前払費用 
同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成13年4月 1日 
至 平成13年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

3.繰延資産の処理
方法 

社債発行差金 
商法の規定する償還期
限まで毎期均等償却し
ております。 

社債発行差金 
同左 

社債発行差金 
同左 

4.外貨建の資産及
び負債の本邦通
貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、
中間決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理
しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、
決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差
額は損益として処理して
おります。 

5.引当金の計上基
準 

(1) 貸倒引当金 
一般債権については
貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の
債権については個別
に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を
計上しております。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

 (2) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間会
計期間末において発生
していると認められる
額を計上しておりま
す。 
なお、会計基準変更時
差異（573,860千円）に
ついては、15年による
按分額を費用処理して
おります。数理計算上
の差異は、各事業年度
の発生時における従業
員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（15
年）による定額法によ
り按分した額をそれぞ
れ発生の翌事業年度か
ら費用処理することと
しております。 

(2) 退職給付引当金 
同左 

(2) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき、当事業年
度末において発生して
いると認められる額を
計上しております。 
なお、会計基準変更時
差異（573,860千円）
については、15年によ
る按分額を費用処理し
ております。 
数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時に
おける従業員の平均残
存勤務期間以内の一定
の年数（15年）による
定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理
することとしておりま
す。 

 (3) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の
支給に備えるため、内
規に基づく中間期末
要支給額を計上して
おります。 

(3) 役員退職慰労引当金 
同左 

 

(3) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の
支給に備えるため、内
規に基づく期末要支
給額を計上しており
ます。 

6.収益及び費用の
計上基準 

完成工事高の計上基準
は、工事完成基準によって
おりますが、長期大型工事
（工期１年以上かつ請負
額１億円以上）について
は、工事進行基準によって
おります。 
なお、当中間期の工事進
行基準によった完成工事
高は110,638千円、完成工
事原価は84,553千円であ
ります。 

完成工事高の計上基準
は、工事完成基準によって
おりますが、長期大型工事
（工期１年以上かつ請負
額１億円以上）について
は、工事進行基準によって
おります。 
なお、当中間期の工事進
行基準によった完成工事
高は333,205千円、完成工
事原価は304,920千円であ
ります。 

完成工事高の計上基準
は、工事完成基準によって
おりますが、長期大型工事
（工期１年以上かつ請負
額１億円以上）について
は、工事進行基準によって
おります。 
なお、当期の工事進行基
準によった完成工事高は
247,300千円、完成工事原
価は181,643千円でありま
す。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成13年4月 1日 
至 平成13年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

7.リース取引の処
理方法 

リース物件の所有権が借
主に移転すると認められ
るもの以外のファイナン
ス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理
によっております。 

同左 同左 

8.ヘッジ会計の方
法 

(1) ヘッジ会計の方法 
主として繰延ヘッジ処
理を採用しておりま
す。なお、為替予約取
引については、振当処
理の要件を満たしてい
る場合は振当処理を採
用しており、金利スワ
ップ取引については、
特例処理の要件を満た
している場合は、特例
処理を採用しておりま
す。 
 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 
ヘッジ手段 
為替予約・金利スワ
ップ取引 

ヘッジ対象 
外貨建金銭債務・
変動金利の借入
金・ユーロ円社債 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 
ヘッジ手段 

同左 
ヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 
ヘッジ手段 

同左 
ヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 
為替変動・金利変動の
リスクを回避し、安定
した収益を確保するた
めにヘッジ処理を行っ
ており、投機的目的と
する取引は行っており
ません。なお、取引に
ついては各決裁権限者
を定めた社内規程に基
づき決裁をしており、
リスク管理については
すべて経理部門で行っ
ております。 

(3) ヘッジ方針 
同左 

(3) ヘッジ方針 
同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の
方法 
ヘッジ開始時から有
効性判定時点までの
期間において、ヘッジ
対象とヘッジ手段の
相場変動の累計を比
較し、両者の変動額等
を基礎にして判断し
ております。又、金利
スワップ取引につい
ては、特例処理の要件
を満たしているもの
に限定することで有
効性の評価としてお
ります。 

(4) ヘッジの有効性評価の
方法 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の
方法 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成13年4月 1日 
至 平成13年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

(1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 
税抜方式によってお
ります。 

同左 同左 
9.その他中間財務
諸表（財務諸表）
作成のための重
要な事項 (2) レバレッジド・リース

（匿名組合方式）の会
計処理 
当社は、平成５年２月
に航空機の購入及び
レバレッジド・リース
を目的とした匿名組
合への参加契約（契約
期間12年）を締結し
ております。参加時点
の当社の匿名組合へ
の出資金 100,000千
円は、中間貸借対照表
上、投資その他の資産
の「その他」として計
上し、又、匿名組合の
決算書に基づき、当社
が負担すべき損失の
額は、出資金の額から
控除し、出資金を超え
る額は、固定負債の
「その他」（214,668
千円）に計上しており
ます。 
なお、中間利益額は、
中間損益計算書上、
「特別利益」（6,213
千円）に計上しており
ます。 

(2) レバレッジド・リース
（匿名組合方式）の会
計処理 
当社は、平成５年２月
に航空機の購入及び
レバレッジド・リース
を目的とした匿名組
合への参加契約（契約
期間12年）を締結し
ております。参加時点
の当社の匿名組合へ
の出資金 100,000千
円は、中間貸借対照表
上、投資その他の資産
の「その他」として計
上し、又、匿名組合の
決算書に基づき、当社
が負担すべき損失の
額は、出資金の額から
控除し、出資金を超え
る額は、固定負債の
「その他」（198,011
千円）に計上しており
ます。 
なお、中間利益額は、
中間損益計算書上、
「特別利益」（9,013
千円）に計上しており
ます。 

(2) レバレッジド・リース
（匿名組合方式）の会
計処理 
当社は、平成５年２月
に航空機の購入及び
レバレッジド・リース
を目的とした匿名組
合への参加契約（契約
期間12年）を締結して
おります。参加時点の
当社の匿名組合への
出資金 100,000千円
は、貸借対照表上、投
資その他の資産の「そ
の他」として計上し、
又、匿名組合の決算書
に基づき、当社が負担
すべき損失の額は、出
資金の額から控除し、
出資金を超える額は、
固定負債の「その他」
（207,025千円）に計
上しております。 
なお、当期利益額は、
損益計算書上、「特別
利益」（13,856千円）
に計上しております。 
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追加情報 
前中間会計期間 

（自 平成13年4月 1日 
至 平成13年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

――――――――― （自己株式及び法定準備金取崩
等会計） 
当中間期から「自己株式及び法
定準備金の取崩等に関する会計
基準」（企業会計基準第1号）を
適用しております。これによる当
中間期の損益に与える影響は軽
微であります。 
なお、中間財務諸表規則の改正
により、当中間期における中間貸
借対照表の資本の部については、
改正後の中間財務諸表等規則に
より作成しております。 
これにともない、前中間期にお
いて資産の部に計上していた「自
己株式」（流動資産582千円、固
定資産383,373千円）は、当中間
期末においては資本に対する控
除項目としております。 

――――――――― 

――――――――― ――――――――― （自己株式） 
前事業年度において資産の部

に計上していた「自己株式」（流
動 資 産 564 千 円 、 固 定 資 産
391,618千円）は、財務諸表等規
則の改正により当事業年度末に
おいては資本の部の末尾に表示
しております。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成13年9月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成14年9月30日現在） 

前事業年度 
（平成14年3月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 
  1,434,653 千円    1,651,623 千円    1,565,000 千円  
※２．自己株式は以下の科目に含ま

れております。 
※２．―――――― ※２．―――――― 

 
流動資
産の「そ
の他」 

582 千円            

 

投資そ
の他の
資産の
「その
他」 

383,373             

※３．担保に供している資産及びこ
れに対応する債務は次のとお
りであります。 

※３．担保に供している資産及びこれ
に対応する債務は次のとおりで
あります。 

※３．担保に供している資産及びこれ
に対応する債務は次のとおり
であります。 

(1)担保に供している資産 (1)担保に供している資産 (1)担保に供している資産 
 建物 1,945,605 千円   建物 1,870,744 千円   建物 1,906,740 千円  
 土地 4,020,468    土地 4,020,468    土地 4,020,468   
 計 5,966,074    計 5,891,213    計 5,927,209   

 (2)上記に対応する債務  (2)上記に対応する債務  (2)上記に対応する債務 

 短 期 借入
金 2,400,000 千円   短期借入金 500,000 千円   短期借入金 850,000 千円  

 

１ 年 以内
に 返 済予
定 の 長期
借入金 

1,430,000    
１年以内に
返済予定の
長期借入金 

1,230,000    
１年以内に
返済予定の
長期借入金 

1,480,000   

 
１ 年 以内
に 償 還予
定の社債 

200,000    
１年以内に
償還予定の
社債 

200,000    
１年以内に
償還予定の
社債 

200,000   

 社債 1,300,000    社債 1,100,000    社債 1,250,000   

 長 期 借入
金 2,085,000    長期借入金 2,205,000    長期借入金 2,820,000   

 計 7,415,000    計 5,235,000    計 6,600,000   
               
４．保証債務 ４．保証債務 ４．保証債務 
次のとおり債務保証を行ってお
ります。 

次のとおり債務保証を行ってお
ります。 

次のとおり債務保証を行ってお
ります。 

 (1)関係会社の仕入債務に対する
保証 

 (1)関係会社の仕入債務に対する
保証 

 (1)関係会社の仕入債務に対する
保証 

 
株 式 会社
アール・シ
ー・アイ 

376,075 千円   
株式会社ア
ー ル ・ シ
ー・アイ 

475,492 千円   
株式会社ア
ール・シー・
アイ 

456,193 千円  

 

カ ー ボフ
ォル・ジャ
パ ン 株式
会社 

23,344    
カーボフォ
ル・ジャパ
ン株式会社 

817    
カーボフォ
ル・ジャパン
株式会社 

4,803   

(2)関係会社の銀行借入に対する
保証 (2) ―――――― (2) ―――――― 

 
株 式 会社
アール・シ
ー・アイ 

150,000 千円            

※５．中間期末日満期手形の処理 ※５．―――――― ※５．期末日満期手形の処理 
中間期末日満期手形の会計処
理については、手形交換日をも
って決済処理しておりますが、
当中間会計期間の末日が金融機
関の休日であったため、次の中
間期末日満期手形が中間期末残
高に含まれております。 

 期末日満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日をもって
決済処理しております。なお、
当期末日が金融機関の休日であ
ったため、次の期末日満期手形
が期末残高に含まれておりま
す。 

 受取手形 389,901 千円        受取手形 424,815 千円  
 支払手形 93,663         支払手形 75,079   
               
※６．消費税等の取扱い ※６．消費税等の取扱い ※６．―――――― 

仮払消費税等及び仮受消費税
等は、相殺のうえ、金額的重要
性が乏しいため、流動資産の「そ
の他」に含めて表示しておりま
す。 

同左  
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（中間損益計算書関係） 
前中間会計期間 

（自 平成13年4月 1日 
至 平成13年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なものは
次のとおりであります。 

※１．営業外収益のうち主要なものは
次のとおりであります。 

※１．営業外収益のうち主要なものは
次のとおりであります。 

 為替差益 435 千円   受取利息 5,514 千円   受取利息 10,192 千円  
 受取利息 5,345    受取配当金 5,886    受取配当金 8,967   
 受取配当金 6,074    仕入割引 6,010    仕入割引 15,603   
 仕入割引 7,556    受取家賃 9,825    受取家賃 19,628   
 受取家賃 9,840    破産債権配当金 876    破産債権配当金 1,904   
 破産債権配当金 1,659             
※２．営業外費用のうち主要なものは

次のとおりであります。 
※２．営業外費用のうち主要なものは

次のとおりであります。 
※２．営業外費用のうち主要なものは

次のとおりであります。 
 支払利息 58,897 千円   支払利息 52,675 千円   支払利息 109,847 千円  
 社債利息 16,113    社債利息 14,173    社債利息 30,975   
※３．特別利益のうち主要なものは次

のとおりであります。 
※３．特別利益のうち主要なものは次

のとおりであります。 
※３．特別利益のうち主要なものは次

のとおりであります。 

 固定資産売却益
（機械装置） 28 千円   固定資産売却益

（機械装置） 215 千円   固定資産売却益
（機械装置） 28 千円  

 匿名組合事業利益 6,213    匿名組合事業利益 9,013    匿名組合事業利益 13,856   
 貸倒引当金戻入益 17,562             
※４．特別損失のうち主要なものは次

のとおりであります。 
※４．特別損失のうち主要なものは次

のとおりであります。 
※４．特別損失のうち主要なものは次

のとおりであります。 
 固定資産除却損 307 千円   固定資産除却損

（機械装置） 1,251 千円   固定資産除却損 307 千円  

 （建物） 66    投資有価証券評
価損 76,160    （建物） 66   

 （機械装置） 241    貸倒引当金繰入額 80,278    （機械装置） 241   

 固定資産売却損 
（機械装置） 583    貸倒損失 212,066    固定資産売却損 888   

 投資有価証券評
価損 37,092         （機械装置） 583   

           （備品） 304   
           貸倒引当金繰入額 398,824   
           貸倒損失 9,710   
５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 

 有形固定資産 106,314 千円   有形固定資産 108,555 千円   有形固定資産 236,905 千円  
 無形固定資産 38,474    無形固定資産 43,112    無形固定資産 77,857   
６．売上高の季節的変動 

当社の売上高は、通常の営業
の形態として、上半期に比べ下
半期に完成する工事の割合が
大きいため、事業年度の上半期
の売上高と下半期の売上高と
の間に著しい相違があり、上半
期と下半期の業績に季節的変
動があります。 

６．売上高の季節的変動 
同左 

６．―――――― 
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（リース取引関係） 
前中間会計期間 

（自 平成13年4月 1日 
至 平成13年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高
相当額 

  
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間期
末残高
相当額 

   取得価額
相当額 

減 価 償
却 累 計
額 相 当
額 

中 間 期
末 残 高
相当額 

   取得価額
相当額 

減 価 償
却 累 計
額 相 当
額 

期末残高
相当額 

 

  千円 千円 千円    千円 千円 千円    千円 千円 千円  

 機械
装置 625,089 200,749 424,340   機械

装置 949,895 372,777 577,117   機械
装置 896,578 316,761 579,817  

 
工具
器具
備品 

158,346 95,868 62,477   
工具
器具
備品 

156,457 113,562 42,895   
工具
器具
備品 

155,086 105,321 49,765  

 合計 783,435 296,617 486,818   合計 1,106,352 486,339 620,013   合計 1,051,665 422,082 629,582  

なお、取得価額相当額は、未経
過リース料中間期末残高が有形固
定資産の中間期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法
により算定しております。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過
リース料期末残高が有形固定資産
の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定し
ております。 

２．未経過リース料中間期末残高相
当額 

２．未経過リース料中間期末残高相当
額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

 1年内 129,920 千円   1年内 191,620 千円   1年内 168,951 千円  

 1年超 356,897    1年超 428,392    1年超 460,631   

 合計 486,818    合計 620,013    合計 629,582   
（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間
期末残高が有形固定資産の中
間期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込み
法により算定しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相
当額 

３．支払リース料及び減価償却費相当
額 

３．支払リース料及び減価償却費相当
額 

 支払リース
料 56,038 千円   支払リース料 100,251 千円   支払リース料 131,933 千円  

 減価償却費
相当額 56,038    減価償却費相

当額 100,251    減価償却費相
当額 131,933   

４.減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によって
おります。 

４.減価償却費相当額の算定方法 
同左 

４.減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 
 
（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連
会社株式で時価のあるものはありません。 
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（１株当たり情報） 
前中間会計期間 

（自 平成13年4月1日 
至 平成13年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年4月1日 
至 平成14年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年4月1日 
至 平成14年3月31日） 

１株当たり純資
産額  699円 02銭 １株当たり純資

産額 661円 18銭 １株当たり純
資産額 

702円 68銭 

１株当たり中間
純損失 26円 40銭 １株当たり中間

純損失 32円 45銭 １株当たり当
期純利益 7円 85銭 

潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益 

潜在株式調整
後１株当たり中
間純利益金額に
つきましては、新
株引受権付社債
及び転換社債の
発行がないため
記載しておりま
せん。 

潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益 

潜在株式調整
後１株当たり中間
純利益金額につき
ましては、ストッ
クオプション制度
による自己株式残
高がありますが、
１株当たり中間純
損失が計上されて
いるため、記載し
ておりません。 

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益 

潜在株式調整
後１株当たり当期
純利益金額につき
ましては、新株引
受権付社債及び転
換社債の発行がな
いため記載してお
りません。 
なお、１株当た

り情報の計算につ
いては、当期より
発行済株式総数か
ら自己株式数を控
除して算出してお
ります。 

 
 
（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成13年4月1日 
至 平成13年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年4月1日 
至 平成14年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年4月1日 
至 平成14年3月31日） 

――――――――― ――――――――― 当社の取引先であります興進
建設株式会社（東京都足立区）が、
平成14年4月23日付けで東京地
方裁判所に民事再生法を申請し
ました。当社の債権255,317千円
につきましては、公正証書に基づ
き、第三債務者からの回収を見込
んでおります。 

 
7. 役員の異動 

該当事項はありません。 
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